
 

 

行われます。（施行：平成 28

年 4月１日） 

介護離職の防止に向け、

（１）介護休業の分割取得（3

回まで、計 93 日）、（２）所

定外労働の免除制度の創設、

（３）介護休暇の半日単位取

得、（４）介護休業給付の給

付率の引上げ（賃金の 40%→

67％）等が実施されます。

（施行：平成 29年 1月 1日、

介護休業給付の給付率の引

上げは平成 28年 8月 1日） 

◆高年齢者の希望に応じた

多様な就業機会の確保およ

び就労環境の整備 

65 歳以降に新たに雇用さ

れる者も雇用保険の適用対

象となります（保険料の徴収

に関しては平成 31 年度分ま

で免除）。（施行：平成 29年 1

月 1日） 

シルバー人材センターに

おける業務について、都道府

県知事が市町村ごとに指定

する業種等においては、派

遣・職業紹介に限り週 40 時

間までの就業が可能になり

ます。（施行：平成 28年 4月

1日） 

◆妊娠した労働者等の就業

環境の整備 

妊娠、出産、育児休業・介

護休業等の取得等を理由と

する上司・同僚等による就業

環境を害する行為を防止す

るため、事業主に雇用管理上

必要な措置が義務付けられ

ます。（施行：平成 29年 1月

1日） 

その他、雇用保険の就職促進

給付の拡充（再就職手当の給

付率の引上げ等）が予定され

ていますので、企業としては

今後、規定変更などの実務対

応が必要となってきます。 

 

厚労省が発表！ 非正規

労働者の「正社員転換・

待遇改善プラン」 
◆「やむなく非正規」の割合

を 5年間で約半分に 

厚生労働省は 1 月 28 日、

派遣や契約社員など非正規

労働者の「正社員転換・待遇

改善プラン」を発表しまし

た。 

企業への助成金の拡充・新

設や職業訓練、学校や地方自

治体との連携などを通じて、

正社員の仕事がない等でや

むなく非正規で働く人の割

合を 2016 年度以降の 5 年間

で大幅に減らしていくこと

を目指しています。 

◆若年者・女性に多い「やむ

なく非正規」 

厚生労働省によると、非正

規全体のうち、やむなく非正

規で働く人（不本意非正規雇

用労働者）の割合は 2014 年

で 18.1％。その内訳を分析す

ると、若年層や派遣社員・契

約社員の比率が比較的高く、

また、男性に比べ女性のほう

が雇用者に占める非正規雇用

の割合が高いことが、女性が

貧困に陥りやすい背景のひと

つとされています。 

これを踏まえ、同省では、

不本意非正規雇用労働者の割

合を 2020 年度までに非正規

雇用全体の 10％以下、若年層

（25～34 歳）については

2014 年の 28.4％から半減さ

せるとしています。 

◆ハローワークの支援強化、

助成金の拡充、業界団体への

要請などが柱 

具体的には、「ハローワー

クにおける正社員求人の確保

や正社員就職に向けた担当者

制による支援等」、「キャリア

アップ助成金の活用促進」、

「業界団体への要請」、「公的

職業訓練や成長分野での人材

育成の推進」、「改正労働者派

遣法の円滑な施行」、「助成金

を活用した有期契約労働者の

無期転換の促進」などの対策

を掲げています。 

◆正規と非正規の賃金格差縮

小も目標に 

このほか、いわゆる「多様

な正社員」の推進や、正社員

と非正規雇用労働者の賃金格

差の縮小も目標として掲げて

います。 

 

 

 

 

2014年の調査では、正社員

の月額は 31 万 7,000 円です

が、非正規は 20 万円。非正

なった事業所数も、平成 24

年度約 8,000 件、25 年度 1

万 9,099 件、26 年度 3 万

9,704 件と増加しています。

27年も 4月から 11月末まで

の間に 6万 3,000事業所が加

入指導、適用を受けていま

す。 

今後は、3 月頃に国税庁か

ら法人番号を添えた法人情

報の提供を受け、約 79 万事

業所に調査票を送付し、従業

員数や労働時間等を確認し

て実態把握に当たるとして

います。 

◆パートの適用漏れは特に

注意 

各種報道に限らず、未加入

事業所に厳しい姿勢で臨む

べきとの声があります。 

今年 10 月からの一部のパ

ート労働者等への社会保険

適用拡大もあり、適正に加入

させているかがより厳密に

調査される可能性がありま

す。 

年金事務所の定時決定時

調査では、適用要件を満たす

パート等の加入漏れが多く

指摘されていることから、自

社の加入状況を確認し、不安

があれば社会保険労務士に

相談することをお勧めしま

す。 

重要改正事項目白押し！ 

雇用保険法等の改正で実

務はどう変わる？ 
◆1月下旬に国会上程 

「雇用保険法等の一部を改

正する法律案」が 1月 29日

に国会に上程されました。こ

れにより、雇用保険法、男女

雇用機会均等法、育児・介護

休業法等の改正が予定され

ています。 

雇用保険の適用対象者が

拡大されるなど、企業にとっ

て影響のある改正になりま

す。具体的な改正事項として

下記の項目が盛り込まれて

います。 

◆失業等給付に係る保険料

率の見直し 

失業等給付に係る雇用保

険料率の引下げ（改正前

1.0%→改正後 0.8%）が行わ

れます。（施行：平成 28年 4

月 1日） 

◆育児休業・介護休業等に係

る制度の見直し 

多様な家族形態・雇用形態

に対応するため、（１）育児

休業の対象となる子の範囲

の拡大（特別養子縁組の監護

期間にある子等）、（２）育児

休業の申出ができる有期契

約労働者の要件（1歳までの

継続雇用要件等）の緩和等が

厚労省が「厚生年金加入

状況」について緊急調査

を実施へ 

◆発端は「平成 26 年国民年

金被保険者実態調査結果」 

厚生労働省が昨年 12月 25

日に公表した国民年金被保

険者実態調査の「参考：厚生

年金保険の適用にかかる粗

い推計」にて、国民年金第 1

号被保険者の就業状況を基

に、厚生年金の適用の可能性

がある者が、法人で約 180万

人、個人経営の事業所で約 20

万人、合計約 200万人程度い

ることが、初めて具体的に示

されました。 

20～30 代の若年層の割合

が高かったことから、将来、

低年金・無年金に陥る可能性

があるとして問題視される

こととなりました。 

◆厚生年金加入指導はより

厳しく？ 

現在、加入指導は、国土交

通省と厚生労働省が取り組

む建設業の社会保険加入促

進や算定基礎届の提出時期

に行われる年金事務所の定

時決定時調査、国税庁から提

供を受けたデータに基づく

ものなどにより行われてい

ます。 

指導により適用事業所と
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